協議会会議概要
	会議の名称
	第１回座間市病院誘致協議会

	開催日時
	平成23年8月24日（水）午後7時から午後8時30分まで

	開催場所
	座間市役所　５階第２会議室

	出席者
	浅利委員、五十棲委員、菅原委員、中川委員、赤星委員、猪口委員、柴田委員
市側：市長、特定政策推進室長

	事　務　局
	健康部　医療課

	公開の可否
	 □公開　□一部公開　■非公開　
	傍聴人数　
	０人

	非公開・一

部公開とし

た理由
	協働まちづくり条例第１２条第１項第２号

 

	議題
	1.副会長の選出について

2.キャンプ座間の一部返還について

3.病院誘致への取組みについて

4.協議会の役割について

5.今後の進め方について

	資料の名称
	座間市病院誘致協議会委員名簿、座間市病院誘致協議会設置要綱、病院誘致に関する経過と現状について、キャンプ座間チャペル・ヒル住宅地区返還跡地利用構想、第四次座間市総合計画に関する市民等発言内容、要望書提出一覧

	会議の内容

（会議次第及び

発言要旨等）


	１．開会

【市長】
医療環境の悪化が著しい座間市においては、キャンプ座間の跡地約5.4ヘクタールの返還に伴い、市民要望に応えるべく、病院の敷地としての有効活用について、財務省の特段の配慮により転貸が認められた。返還の基本合意により敷地確保の目処はつく状況。
次に県央二次救急医療圏の病床過剰の問題があり、国・県に対し基準病床数の見直しを要望している。必要病床数の確保が可能となれば、基地の負担軽減、更に県央二次救急医療圏における救急体制の整備に取り組むことができる。
病院誘致の具体的な公募条件、選定方法、医療連携等について、専門的な知識、立場から、助言、提言をいただく必要があると判断し、病院誘致協議会の設置に至った。
※　市長、各委員、特定政策推進室長、事務局より挨拶。

市長退席。
２．議事
【事務局】

会長、議長選任・・・柴田健康部長
【議長】

議事に入る前に、本委員会については、協働まちづくり条例第１２条第１項により公開することとなっているが、同項第２号により、会議の内容に情報公開条例第７条の非公開情報が含まれる場合は、公開しないこととされている。本日の会議の公開・非公開についてお諮りしたい。
本日の会議の内容には、事業者の内部情報が含まれていること、また、審議・検討段階の意思形成過程の情報であること、さらには専門的な意見、率直な意思交換をしていただくため、本会議は非公開にしたいと考えるがいかがか。

【各委員】

　　異議なし。
【議長】

　　異議なしということで、本会議は非公開とさせていただく。
議題1「副会長の選出」について委員に諮る。

【各委員】

事務局一任

【事務局】

座間綾瀬医師会代表の浅利委員を推薦。

【議長】

副会長を浅利委員として各委員に諮る。
【各委員】

異議なく、浅利委員が副会長となる。
【議長】

議題2「キャンプ座間の一部返還について」説明を。
【特定政策推進室長】

平成21年10月28日にキャンプ座間に関する協議会第4回幹事会において、キャンプ座間チャペル・ヒル住宅地区の返還候補地約5.4ヘクタールが示され、その中に陸上自衛隊家族宿舎を建設したいという意向が併せて示された。
平成22年3月18日に座間市基地返還促進委員会に返還跡地の利用計画について諮問し、平成22年11月9日に利用計画の大きな柱として病院誘致を盛り込んだ答申を受け、平成22年12月13日にキャンプ座間チャペル・ヒル住宅地区返還跡地利用構想を策定した。
利用構想については、陸上自衛隊家族宿舎の建設ゾーン、病院誘致ゾーン、公園ゾーンの3ゾーンに分け利用していく。今後は、日米合同委員会で基地返還の合意後に、市として具体的な利用が可能となる。
用地確保について、医療施設として利用する場合に、定期借地権を利用した新規の貸付を認めるという通達を平成22年12月21日に財務省から受けた。今後、事業者選定公募、貸付契約を経て開業といった一連の流れで進めていくこととなる。国が条件工事を行った後に実際の返還となるが、並行して具体的な整備について内部検討を行っている。
今後は病床数の確保、病床過剰の解消が課題となってくる。
【Ａ委員】

現在の土地利用状況は。

【特定政策推進室長】

以前は米軍の住宅地があったが、現在は何もない状況。

【Ａ委員】

構想図の青い部分について。

【特定政策推進室長】

陸上自衛隊宿舎への進入路。

【Ａ委員】

キャンプのメインゲートの位置は。

【特定政策推進室長】

構想図の南側となる。

【Ｂ委員】

日米合意の時期について。

【特定政策推進室長】

防衛省から明確な期日は示されていない。

【Ｃ委員】

段差、低地に対する地盤等の整備について。

【特定政策推進室長】

高低差は30メートル程度でかなりの傾斜がある。全体の粗造成について防衛省に依頼しており、いかに造成するかを今後調整していく。

【Ｃ委員】

地盤的な問題は。

【特定政策推進室長】

地盤的に問題はない。
【議長】

議題3「病院誘致への取り組みについて」事務局の説明を。
【事務局】

本市の内科・外科二次救急については、輪番体制の維持が困難な状況となり、所管である厚木・大和両保健福祉事務所、各市域病院協会、医師会の協力の下に、輪番体制を維持しているが、平成23年度においても厳しい状況は変わらず、非常に不安定な状態となっている。

小児科二次救急についても、平成22年度以降、大和市、厚木市の病院に協力いただき、かろうじて輪番を維持しており、内科・外科以上に厳しい状況となっている。
病院誘致に対する市民要望は極めて高いが、現行の神奈川県保健医療計画では、県央二次保健医療圏は病床過剰地域となっている。そのため、第6次神奈川県保健医療計画において、県央二次保健医療圏の基準病床数の確保に向けて、国、県に対して強く要望活動を行うなど、全力で取り組んでいるところである。
【Ｄ委員】

市域の病院の減少理由は。

【事務局】
座間市内については、1病院の廃院と1病院の市外への転院。さらに1病院が療養病床への転換による輪番脱退。綾瀬市については、2病院が輪番脱退。
【Ｄ委員】

輪番を降りた理由は何か。

【事務局】
ドクターの確保が困難であることなど。

【Ｅ委員】
綾瀬市の場合、1病院は整形外科、もう1病院は消化器系であり、内科診療に抵抗があるとの理由。

【事務局】
座間・綾瀬に限らず、医療制度改革が大きな要因。さらに医療訴訟問題。救急医療全体の制度に対する各市域の温度差、医療資源の偏在が課題。

医師の高齢化という点については、医師の確保問題とも連携している部分。

【Ａ委員】
今回の誘致に関しては、座間市主導という理解でよいか。それとも、県央地域全体において座間市長が主導となって進めているのか。
【特定政策推進室長】

返還地が座間市であり、市の医療の現状として救急医療体制の維持が非常に困難であることと、市民要望が非常に高いことから市として病院を誘致することとなった。医療体制が充実することは、県央医療圏全体の医療の充実にも繋がるという意味で5市1町1村の首長から、県央医療圏に病床数が確保できるような配慮に対し同意をいただいた。
【Ａ委員】
東京の公立昭和病院は地方行政団体が連携して、病院を整備したが、それとは違うという認識でよいか。
【特定政策推進室長】

座間市に病院が誘致された場合には、広域という部分で、各市の連携は出てくると思う。

【Ｆ委員】

県央で病床が出た場合に必ず座間で確保できるという保証はあるのか。

【特定政策推進室長】

確約はないが、県としても座間市、県央地域の事情については理解をいただいている中で、病院が誘致できるような環境を作っていただけるものと認識している。医療圏全体の医療が充実するような病床数を出していただいた後に、座間市が選定した病院が病床数を確保できるような流れで考えており、今後調整を図りたい。

【事務局】
行政間では理解いただけているものと考えている。後は医師会、病院協会に対し理解を求めたい。用地の確保が明確になる日米合意が、説明の起点と考えている。

【Ｃ委員】

地域の中での病院の位置付け、周囲の理解と協力が必要である。

【Ｂ委員】
病院の理念を明確にした方がよい。
【特定政策推進室長】

病院誘致に対し、各委員から専門的助言をいただき、誘致に対する基本的な考え方、ビジョンを詰めていくことが本会議の主旨。
【Ｆ委員】

協議会の依頼文における総合病院とはどのようなものか。

【特定政策推進室長】

利用構想に記載されているとおり、総合的な診療科目を有する病院と理解いただきたい。
【事務局】

「協議会の役割について」「今後の進め方について」説明。

本協議会の役割については、病院誘致に当たっての具体的な公募の条件や病院の選定方法などについて、専門的立場からの助言、提言をいただくこと。

今後の進め方については、日米合意により病院用地が確保され、県により基準病床数が確保されることが明確になった時点で、公募条件や選定方法を定めておく必要がある。市では病床数、診療科目、救急医療、地域医療連携などの公募条件、土地賃借料の減免、建設資金借入金の利子補給などの優遇策について、素案を作成し、本協議会において、各委員から助言、提言をいただきながら案をまとめたい。
【Ａ委員】

誘致病院に対し、市として望む役割についてもう少し論議する必要があるのではないか。

【事務局】

市、市民、医療現場で望む病院の考え方を基本とし、まとめたい。
【Ｂ委員】

誘致の条件的な面では行政だが、医療関係については協議会設置による検討はよい。大学病院の医師については、三次病院の立場として意見をいただくのがよい。

どのような病院であれば医師を供給できるのか、また、二次救急輪番に参加している病院とも協調関係を築くことが必要。市民要望は医師会員も把握しており、地域医療連携が可能な病院を提言したい。

【Ｃ委員】

総合的な病院は地域医療連携を考え、人的な部分も含めたトータルな視点での構築と、位置付けが必要。
【Ｅ委員】

医療従事者の確保の問題が重要。職員の引き抜きの心配についても、協調し話し合っていくことが必要。総合的病院であれば小児救急はぜひ行っていただきたい。

【Ｄ委員】

物理的には何平米の建物が建設可能か。

【特定政策推進室長】

約1.5ヘクタールの敷地内にどの位の建物を建てるかというのは設計次第であるが、返還後も本用地は調整区域である。

現在の調整区域では制限があるため、用地全体の規制を地区計画で緩和し、対応することは可能であると考えている。

【Ｆ委員】

医師、看護師、コメディカルスタッフの確保について。医療従事者が新しい病院に流れた場合、地域の医療機関は病院経営が悪化することとなるので、コメディカル対応を計画に盛り込んでいただきたい。
３．その他
【事務局】

今後、案を示す中で改めて意見を伺いたい。次回は、日米合意の結果を踏まえ、ある程度目処がついた時点で開催したい。
４．閉会
【議長】

本日はこれをもって終了とする。
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